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中海・宍道湖の水環境

◆中海・宍道湖の水質は、観測開始の昭和48年頃よりＣＯＤ７５％値、Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐが環境基準を満

足していない状態が継続している。また、水質悪化にともなう富栄養化現象が発生しており、宍道
湖ではアオコ、中海では赤潮が継続して確認されている。

■総窒素年平均値
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■総リン年平均値

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

S54 S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21

(mg/L） 宍道湖湖心 中海湖心 米子湾中央部

環境基準湖沼Ⅲ類型：T-P 0.03mg／l

類型指定：昭和61年4月1日

■ＣＯＤ年75%値

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

S54 S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21

(mg/L） 宍道湖湖心 中海湖心 米子湾中央部

環境基準湖沼Ａ類型：COD3mg／l 類型指定
宍道湖：昭和48年  6月29日 中　 海：昭和47年10月31日

■中海・宍道湖の水質経年変化

赤潮・アオコの発生日数（中海・宍道湖）
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中海・宍道湖の水環境の課題

◆中海・宍道湖では、戦後の経済成長にともなう人口増、産業の発展、生活様式や営農形態の変化、
工業化の進展等により湖内への流入負荷が増加した。また、湖周辺地域の開発等による浅場・藻
場の減少や人工湖岸化により湖の自然浄化機能が低下した。これらにより、湖内の負荷量収支
が変化し、水質・底質の悪化が進行した。

◆昭和６３年度に湖沼水質保全特別措置法の指定湖沼となり、平成元年度からは、「湖沼水質保全
計画」が策定され、関係機関連携のもと、下水道整備や湖内対策の対策を推進しているが、引き
続き水質の改善が必要である。

■排出負荷量の推移
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■埋立・干拓や道路整備等による地形の変化

宍道湖の湖岸形態の変化

沿岸域の底質の巻上げ人工湖岸化した河岸

S22年

中海の埋立・
干拓実施状況
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■藻場の減少
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■透明度の低下

透明度の経年変化

中海の水深帯別面積

15 12

62 54

0

20

40

60

80

100

昭和37年 平成20年

(km2)

4m以浅 4m以深

H15年

59%18%

8%
15%

宍道湖(H15)

2

黒字：完成または実施中
赤字：整備予定エリア

西岸エリア
Ｌ＝１．５ｋｍ

南岸エリア
Ｌ＝１．８ｋｍ

東岸エリア
Ｌ＝１．３ｋｍ

米子湾エリア
Ｌ＝４．１ｋｍ

下意東箇所

大崎箇所

新十神箇所

中海水環境整備事業

人工湖岸化された湖岸前面の沿岸部において、浅場整備及び覆砂を実施し、波浪による巻き上が
りを防ぎ、透明度の向上を図るとともに生物の生息・生育・繁殖環境を再生し、湖の自然浄化機能の
回復を図る。

なお、浅場整備及び覆砂は、事業効果を鑑み、人工湖岸のうち生物の生息・生育・繁殖環境の再
生が期待できる水深４ｍ以浅で、湖内水質及び底質が悪い箇所を対象とし実施する。

整備前 整備後

 

現況堤防 

浅場・藻場造成のイメージ 

浅場造成 薄層覆砂 

浅場造成の水深１ｍ程度 薄層覆砂の水深２～４ｍ程度 

覆砂

スロープベース 

勾配 1/40～1/100 以下 

厚さ２０ｃｍ程度 
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宍道湖水環境整備事業

人工湖岸化された湖岸前面の沿岸部において、浅場を整備し、波浪による巻き上がりを防ぎ透明
度の向上を図るとともに生物の生息・生育・繁殖環境を再生し、湖の自然浄化機能の回復を図る。

なお、浅場整備は、事業効果を鑑み、人工湖岸のうち地形条件から大規模な消波施設が不要であ
る箇所を対象として実施する。

整備前 整備後

黒字：完成または実施中
赤字：整備予定エリア宍道箇所
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Ｌ＝１．８ｋｍ

南岸エリア
Ｌ＝２．３ｋｍ

布志名箇所

浅場造成のイメージ

スロープベース

消波工

浅場造成
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水環境整備の効果
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濁度調査：覆砂による巻き上げの抑制（透明度の向上）
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浅場区底層DO（水深１．０ｍ＞）
対照区底層DO（水深１．５ｍ）

大崎地区

＜貧酸素発生時間＞

対照区　約１３０時間
↓

浅場区　約　１４時間

■覆砂により、底泥の巻き上げが抑制され、整備前に比べて整備後の濁度が大幅に抑制され
ている。

■浅場造成により、底層の貧酸素発生時間が大幅に減少しており、貧酸素の影響範囲の低減効果
が確認された。

【調査位置図】

 

【調査位置図】

覆砂区

浅場区

山砂投入

対照区 浅場区

■貧酸素影響低減効果

■底泥の巻き上がり抑制効果

整備後の透明度向上イメージ
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水環境整備の効果【中海】

【天然藻場】 【移植箇所①】 【移植箇所②】

【コアマモ生育状況】

■浅場造成において、透明度の向上により光環境が改善されたため、移植したコアマモが定着
しており、生育環境の回復が確認された。

■浅場造成において、底層の貧酸素の低減によりアサリの生息が増加していることが確認され、
生物の生息環境の回復が確認された。
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【コアマモ移植箇所】

■コアマモの生育環境の回復

■アサリの生息環境の回復

0

25

50

0 5 10 15 20 25 30 35 40

H21.5

H21.8

H21.10

地点①（水深1m）

浅場造成箇所において
アサリの成長を確認

殻長(mm)

個体数
(個/m2)

0

25

50

0 5 10 15 20 25 30 35 40

H21.5

H21.8

H21.10

地点②（水深1m）

浅場造成箇所において
アサリの成長を確認

殻長(mm)

個体数
(個/m2)

0

25

50

0 5 10 15 20 25 30 35 40

H21.5

H21.8

H21.10

地点③（水深1m）

浅場造成箇所において
アサリの成長を確認

殻長(mm)

個体数
(個/m2)

移植箇所①

移植箇所②

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

H19.2 H19.10 H20.2 H20.3 H21.1 H21.3 H21.5 H21.8 H21.10

個
体

数
（

/
m

2
）

0

400

800

1200

1600

2000
湿

重
量

（
g
/
m

2
）

個体数_① 個体数_②

個体数_③ 湿重量_①

湿重量_② 湿重量_③

3,987g/m2

【調査位置図】

浅場区

覆砂区

地点①

地点②

地点③

【調査位置図】

浅場区

覆砂区

地点①

地点②

地点③

個体数・湿重量とも
に増加を確認
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水環境整備の効果【宍道湖】
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■浅場造成にともなう消波工により、基盤が安定したため、移植したヨシが定着しており、生育環境
の回復が確認された。

■浅場造成において、生息基盤の再生により、シジミの生息が増加していることが確認され、生物の
生息環境の回復が確認された。

調査ライン

調査箇所

■ヨシの生育環境の回復

【ヨシ広がり度調査結果（植栽実験区）】
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コスト縮減の取り組み

■宍道湖の浅場造成に使用する材料を、斐伊川河口維持掘削で発生した砂を使用している。
これにより、購入土と比較して直接工事費を３２百万円から２３百万円に縮減。（削減額：９百万円）

斐伊川河口掘削状況 浅場造成状況

購入土 １，９００円／ｍ３

斐伊川河口掘削土 １，４００円／ｍ３

縮減率 ２６％

8

地域の協力（ヨシ、アマモの移植）

ヨシ植栽状況 ヨシ植栽5年後

■浅場造成箇所や沿岸部において、中海ではアマモ・コアマモの移植、宍道湖ではヨシ植栽がＮＰＯ
や地元小学校、地域住民等により行われている。また、中海では漂着藻を回収し、海藻堆肥とし
ての利用、宍道湖沿岸部ではヨシ刈り取りなど物質循環の取り組みも広がっている。

■このような活動により、湖の自然浄化機能の早期回復になるとともに、地域住民への水質保全意
識の啓発にもつながることが期待される。

アマモシート設置 アマモ生育状況

■アマモ移植

■ヨシ植栽

漁協による藻の回収

海藻堆肥

平成22年2月23日

平成19年10月4日
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費用対効果分析について

（1）費用便益比（B/C）算定の流れ

「ＣＶＭを適用した河川環境整備事業の経済評価の指針（案）【Ｈ２０．５】」および「仮想的市場評価
法（ＣＶＭ）適用の指針【Ｈ２１．７】」に基づき、評価を行った。

総便益 【B】

住民アンケートによる
支払意思額の調査

調査範囲の設定（プレテスト）

年便益の算定

残存価値の設定

総便益【B】の算定

費用便益比【B/C】の算定

総費用【C】の算定

総事業費の算定

維持管理費の設定

総費用 【C】総便益 【B】

住民アンケートによる
支払意思額の調査

調査範囲の設定（プレテスト）

年便益の算定

残存価値の設定

総便益【B】の算定

費用便益比【B/C】の算定

総費用【C】の算定

総事業費の算定

維持管理費の設定

総費用 【C】

ＣＶＭとは、地域住民へ「中海・宍道湖で豊かで多様な景観と生物のすむ環境が再生され、中海・宍道湖の水がき
れいになるための事業を実施するために、あなたの世帯は毎月いくらまで負担しても良いと思いますか」という内
容でアンケートを行い、調査結果よりその費用を世帯が支払ってもよいと考える金額（支払意思額）を直接尋ねるこ
とで、中海宍道湖の水環境改善に対する価値を計測する調査手法である。

10

便益の算定について

ＣＶＭ（仮想市場法）に基づき負担金の支払意思額（ＷＴＰ）を計測
⇒便益＝支払意思額（ＷＴＰ）×集計世帯数×評価期間（事業完成後５０年間）

①住民アンケート調査範囲の設定
プレアンケートを実施し、アンケート調査範囲を設定。
プレアンケート結果より、
◆中海・宍道湖を「身近に感じる」人は、中海・宍道湖から２０ｋｍまでは４０％以上の人

がいるが、２０ｋｍ以上になると少なくなる。

◆中海・宍道湖を「地域資源として大切にしたい」人は、中海・宍道湖から２０ｋｍまで
は５０％以上いるが、２０ｋｍ以上になると少なくなる。

⇒中海・宍道湖を「身近に感じる」人や「地域資源として大切にしたい」人の居住範囲を
基本として設定。
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中海・宍道湖を地域資源として大切にしたい。
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便益の算定について

住民アンケート調査範囲については、中海・宍道湖から２０ｋｍ圏内の斐伊川流域市町村
とする。
※出雲市及び雲南市については、調査範囲外の地域が多いため、旧市町単位で調査

範囲を設定する。
出雲市：旧出雲市、旧平田市、旧大社町
雲南市：旧木次町、旧三刀屋町、旧加茂町、旧大東町

中海・宍道湖から20km圏内の斐伊川流域市町

斐川町

松江市

東出雲町

雲南市
安来市

米子市

境港市

(旧大東町) 

(旧加茂町) 

(旧三刀屋町) 

(旧木次町) 

(旧出雲市) 

(旧平田市) 

(旧大社町) 

斐川町

出雲市

松江市

東出雲町

安来市

米子市

境港市

0km 10km 20km
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便益の算定について

②住民アンケートによる支払意思額の調査
設定した調査範囲において、インターネット調査と郵送調査を併用して、アンケートを

約２，０００部配布。
配布範囲：６市２町（松江市、米子市ほか） 便益集計範囲 約２３万世帯の約０．９％

＜アンケート結果・回収状況＞
平均支払意思額：３２９円／月／世帯

回答数６５２世帯（回収率３２．６％）有効回答数４０８世帯（６２．６％）

③年便益の算定
アンケート有効回答の平均支払意思額を基に、年便益額を算定
年便益額＝３２９円／月／世帯×２１９，６５４世帯×１２ヶ月≒８６７百万円

※世帯数は、中海・宍道湖から２０ｋｍ圏内の斐伊川流域市町村の世帯数とする。

④残存価値の設定
残存価値は考慮しない。

⑤総便益の算定
評価期間を事業完成後５０年間とし、現在価値化を行った。
総便益＝１８，６３５百万円
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費用の算定及び費用対効果分析結果について

①事業費の算定
・既往事業費については、実績事業費を使用。
・残事業については、既往事業の実績事業費より、施工延長又は面積当たりの単価を算

定し、整備延長・面積を乗じて算定。
・間接経費及び工事諸費については、治水経済マニュアル（案）【Ｈ１７．４】に基づき算定。

間接費：本工事費×３０％
工事諸費：（本工事費＋間接経費）×２０％

②維持管理費の設定
全体事業費の０．５％として算定。

③総費用の算定
中海・宍道湖の既往事業費と残事業費と維持管理費より算定。また、評価期間を事業

完成後５０年間とし、現在価値化を行った。
総費用＝１６，９８２百万円

□費用便益費（Ｂ／Ｃ） １．１０

□総便益 １８，６３５百万円

□総費用 １６，９８２百万円
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費用対効果分析結果【参考：代替法】

【便益算定】

◆水環境整備事業（浅場造成・覆砂）を実施した場合に除去・固定される窒素・リンの負荷削減量を

算定し、同等の窒素・リン負荷量を代替事業「下水道事業（高度処理）」で除去する場合に必要と

なる施設の建設と稼動に要する総費用を便益とする。

◆水環境整備事業による水質浄化効果

⇒中海・宍道湖の浅場造成・覆砂において、付着藻類、藻場や植生帯、魚介類による窒素・リン固

定と底質改善による溶出削減による窒素・リンの除去について算定。

◆下水道整備事業の費用算定

⇒水環境整備事業による水質浄化効果と単位水量当たり負荷削減量から、浅場造成、覆砂と同

程度の負荷量を削減するのに必要な日当たり汚水処理量を算定し、下水処理場の規模を算定。

総便益＝１８，０７１百万円

【費用算定】

◆中海・宍道湖の既往事業費と残事業費と維持管理費より算定。また、評価期間を水環境整備事

業完成後５０年間とし、現在価値化を行った。

総費用＝１６，９８２百万円

□費用便益費（Ｂ／Ｃ）＝１．０６
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対応方針（原案）

①事業を巡る社会情勢等の変化
・中海、宍道湖の水質状況は、環境基準を満足していない状態が継続しているが、湖沼水質保全計画に

基づく対策により、流域からの排出負荷量は減少傾向である。
・中海、宍道湖は、平成１７年１１月に国際的に重要な湿地としてラムサール条約登録湿地に認定された。
・浅場造成箇所では、生物（ヨシ、コアマモ、シジミ、アサリなど）の生育生息環境が回復している。

②事業の投資効果
費用便益費（Ｂ／Ｃ）＝１．１０
※代替法による費用便益費（Ｂ／Ｃ）＝１．０６

③事業の進捗
全体事業費 約１５，６４３百万円
平成２１年度までの事業費 約７，６０２百万円（進捗率４９％）

（１）事業の必要性に関する視点

・地域住民の水環境改善に対する要望は強く、流域対策と連携し湖内対策を推進することが第５期湖沼水
質保全計画にも位置づけされている。

・地域住民、地域の学識者との情報共有、情報交換を行い、地域の理解と協働のもとヨシやコアマモ場再
生など水環境改善対策の実施をしており特に問題はない。

（２）事業の進捗見込みの視点

（４）今後の対応方針（案）

斐伊川水系河川整備計画（案）に係る事業の実施については妥当と考える。

（３）コスト縮減や代替立案等の可能性

・斐伊川の河口維持掘削で発生した土砂を浅場造成材料として利用し、コスト縮減を図った。
・事業の進捗状況、費用対効果を鑑み、継続実施が妥当であり、現状での代替案を検討する必要がない

と考える。
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アンケート結果より算定した支払意思額

アンケート結果をもとに、アンケートの提示金額と賛同率は下図の青印のとおりであり、パラメト

リック法により賛同率曲線を推定すると下図の赤線のとおりとなる。

便益の算定について

支払意思額は、アンケート調査で提示した金額と支払うと回答した標本の割合との関係で
示される賛同率曲線の下側の面積（緑着色範囲）より算出する。
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費用対便益費総括表

【金額単位：百万円】

事業全体 残事業

費用（Ｃ） 16,982 8,427

事業費 15,242 6,784

維持管理費 1,740 1,643

便益額（Ｂ） 18,635

便益 18,635

残存価値 0

費用便益費（Ｂ／Ｃ） 1.10

項目

斐伊川水系直轄総合水系環境整備事業の費用便益費

参2
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費用便益費（Ｂ／Ｃ）の算出方法

【便益の整理】・評価期間中に発現する便益を社会的割引率（４％）で割り引いた上で集計

【費用の整理】・既往投資額についてはデフレータ及び社会的割引率（４％）で割り増しに
よって現在価値化し、今後見込まれる事業費、維持管理費については、
社会的割引率（４％）によって割り引いた上で集計

事業期間（Ｈ１６～Ｈ３１） 事業完了後の評価期間５０年（Ｈ３２～Ｈ８１）

事業完了

維持管理費

再評価時点

参3

【参考】感度分析

・参考として、事業期間が1年、残事業費が1割増減した場合を想定し、費用対便益比
（B/C）の試算を行った。

感度分析の結果

事業費は残事業に対する±１０％を設定（上位＝＋１０％、下位＝－１０％）

事業期間は残事業に対する±１０％を設定（上位＝＋１年、下位＝－１年）

1.111.09事業期間

1.151.05事業費

下位上位下位上位

残事業事業全体
要因
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